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小 熊 　 信
1．は じ め に
　労働組合の組織の形態は，国や地域によって異
なる。ヨーロッパ諸国では，基盤となる組織は，
産業，地域，職種などによって組織されている。
それに対し，日本の場合，主として，企業別組合
（単位組合）が組織の基盤となり，その企業別組
合が集まって産業別組織，そして，連合などのナ
ショナルセンターが組織されている。企業別組合
は日本的雇用システムの構成要素の一部として機
能し，労働組合側と経営側との協調と協力を基本
とする労使関係が形成されてきた（藤村 2011）。
それゆえに，企業別組合においては，個別企業に
おける雇用の維持，そして，労働条件の維持・改
善が組織運営上の最大の関心事になりやすい性質
をもっている。
　一方で，日本の労働組合は，企業別組合を基盤
としながらも，産業別組織，ナショナルセンター
が主軸となり，個別企業における労働諸条件の改
善にとどまらない社会的課題に対する取り組みの
主たる担い手となってきたこともまた事実であ
る。これらの社会的課題のなかには，労働法制，
社会保障など広く組合員，そして労働者の労働条
件に直結する課題だけでなく，公平や安定の実現，
差別の撤廃や平和な社会の実現といったものも含
まれている。そういった点では，日本の労働組合
は職場に根ざしながらも，職場内にとどまらない
社会的役割を果たしてきたセクターとして機能し
てきたといえる。
　しかし，社会の構造変化のなかで，労働組合の
社会のなかにおける存在感，そして，労働組合が
果たしうる役割は変化してきている。その構造変
化の主な側面としては，労働組合の組織人員の減
少，組合員の構成の変化，そして，就業者に占め
る非正規労働者の拡大があげられる。なかでも，
非正規労働者の増加は日本社会における経済的格
差の拡大を深刻化させてきた一方で，労働組合に
よる組織化は取り組まれてきたとはいえ，いまだ，
全体からみれば一部にとどまる。そのため，職場
レベルでは，雇用形態のモザイク化の進行ととも
に全従業員のなかで組合員が“少数派”となれば
労働組合は「代表制の危機」（中村 2009）に直面
することになった。全国レベルでは，1970 年代
には 3 割台を占めていていた推定組織率は，直近
の調査である 2016 年時点で 17.3％にまで低迷し
ている。
　労働組合の日本社会全体，企業内の 2 つのレベ
ルで進行する組織率の低下は，労働組合にとって，
国の審議会などにおける発言力の低下，もしくは
企業内における代表性の低下をもたらしかねない
課題となっている。そのような問題意識のもと，
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日本における最大のナショナルセンターである連
合は組織の拡大を方針として掲げ，2020 年まで
に「1000 万人連合の実現」をすることを 2011 年
に提起している（2016 年時点の組合員数は 675
万人）。しかし，組合員レベルでは組織拡大は労
働組合の主たる課題としては認識されていない。
連合が 2016 年に正社員，正規職員の組合員を対
象に実施した「連合生活アンケート」のなかで質
問している［今後，労働組合に重点的に取り組ん
で欲しい活動］（12 項目中 3 つ以内選択）の結果
によると，「非正規労働者の処遇改善」（6.8％），「非
正規労働者の組合への加入促進」（2.6％）をあげ
る組合員は少数である。労働組合の構成員である
組合員の関心は，「賃金・一時金などの引き上げ」
（79.9％），「労働時間短縮・サービス残業の撲滅」
（51.6％）などの組合員自身の生活に直結する課
題に向けられている。組合員レベルではまずは
“自分たちのための活動”が最重要視されている。
一方で，労働組合が社会的な役割を発揮していく
ためには，労働組合のメンバーシップの範囲を超
えた活動の展開が不可欠となる。しかし，組合員
数の拡大といったナショナルセンター等が打ち出
している方針と，現場での組合活動の担い手の意
識との乖離は大きい。
　この乖離する 2 つの価値観の間で，現実の活動
の担い手となっているのが労働組合の役員であ
る。本稿では，労働組合の若手役員を対象に実施
された個人アンケートにもとづきながら，組織の
担い手がもっている意識に着目する。そして，そ
の結果をもとに労働組合が社会的な役割を発揮し
ていくうえでの課題について検討する。
　なお，ここで取り上げる個人アンケートは，
2014 年 10 月から 2015 年 3 月にかけて労働調査
協議会によって実施された「第 4 回次代のユニオ
ンリーダー調査」の結果である。調査は同協議会
が労働組合に呼びかけて実施しているもので，「5
～ 10 年先の組合活動を中心的に担うとされる組
合役員」を対象に調査票の配布・回収が行われて
いる。本稿では回答者のうち企業別組合の役員（公
務員組合も含む）である 1,979 件を分析の対象と
している。
2．社会や働き方についての多様な考え方
　はじめに調査に回答している若手組合役員が思
い描く，社会や働き方についての考え方について
確認しておきたい。調査では［賃金等は成果や業
績を基準にすべき］，［転職しやすい社会をめざす
べき］，［貧富が生じても機会が平等なら公平］，［裁
量労働などの範囲を拡大すべき］，［所得再分配で
格差を小さくすべき］，［個人負担増でも社会保障
を充実する］，［非正規の雇用確保等に取り組むべ
き］の 7 項目への賛否がたずねられている。これ
らの設問への回答を対象に因子分析を行うと，7
項目は［流動化の促進］と［平等化の促進］の 2
つの側面にまとめられる（整理にあたっては因
子分析を用いた。N ＝ 1,930，累積寄与率 R2 は
51.7％）。側面ごとに次のような結果が示されて
いる（図 1）。
　［流動化の促進］に関連する項目では，［賃金
等は成果や業績を基準にすべき］は＜賛成＞
（41.2％）が＜反対＞を上回り，［貧富が生じても
機会が平等なら公平］は＜賛成＞（31.3％）と 
＜反対＞（32.5％）とが拮抗，そして，［転職し
やすい社会をめざすべき］と［裁量労働などの範
囲を拡大すべき］は＜反対＞（それぞれ 39.5％，
39.2％）が＜賛成＞を上回る。しかし，いずれの
側面に関しても＜賛成＞，＜反対＞ともに半数を
占めるには至らず，「どちらともいえない」を挟
んで考え方は割れている。
　［平等化の促進］に関連する項目でも，［所得再
分配で格差を小さくすべき］，［個人負担増でも
社会保障を充実する］は＜賛成＞（それぞれ
35.5％，35.2％），［非正規の雇用確保等に取り組
むべき］は＜反対＞（29.5％）がもう一方を上回る。
しかし，［流動化の促進］に関する項目と同様に
いずれも半数を占めるには至っていない。
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　安定や平等といった価値観は，若手組合役員の
間で，必ずしも支持されるものとはなっておらず，
価値観は多様な状態にある。従来，労働組合がそ
の活動の土台においてきた理念といえる安定や平
等といった価値観に疑問を抱きながら，組合活動
を担っている組合役員も少なくない。
3．労働組合のメンバーシップをめぐる意識
　社会や働き方についての考え方については多様
な価値観が存在している。しかし，一方で，労働組
合のメンバーシップをめぐる考え方については明
確な傾向が示されている。調査ではメンバーシッ
プに関連して次の二対の考え，［組合員の雇用労
働条件に専念すべき］と［未組織労働者のために
も活動すべき］，［単組の枠を超えた連帯を重視す
べき］と［単組の枠内での活動に専念すべき］を示
し，それぞれどちらに賛成の考えをもっているか
たずねている。前者は職場内での未組織労働者に
対する労働組合の関わり方について，後者は企業
別組合を超えた産業別組織，ナショナルセンター
などの活動についての意識を問うた設問である。
　結果をみると，未組織労働者をめぐっては［組
合員の雇用労働条件に専念すべき］（70.5％）と
いう考えが［未組織労働者のためにも活動すべき］
（10.5％）を圧倒している。また，企業別組合を
超えた活動については［単組の枠内での活動に専
念すべき］（58.1％）が［単組の枠を超えた連帯
を重視すべき］（10.0％）を大きく上回っている
（図 2）。これらの結果を踏まえると，若手組合役
員の間では，現行の企業別組合のメンバーシップ
内での活動を最重要視し，そのメンバーシップを
超えた活動を積極的に捉える層は限定的となって
いる。労働組合の推定組織率の低下が進むなかで，
多くの職場では非組合員が増加している。そのな
かにあっても組合員のメンバーシップ重視という
意識が広く共有されている。
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図 1　社会のあり方や働き方をめぐる価値観
　出所：労働調査協議会「第 4 回次代のユニオンリーダー調査」をもとに筆者が作成。
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　同じような傾向は，“今後，労働組合が社会的
な役割や責任を果たすために，優先的に取り組む
べき課題”について複数選択でたずねた結果にも
表れている。取り組むべき課題として最も多くの
人があげているものが「基本的労働条件の維持・
向上」（89.0％）で，比率が大きく下がり，「育児
や介護との両立支援」（59.2％），「組合活動を担
う人材の発掘と育成」（42.5％），「定年延長など
高年齢者の雇用対策」（35.8％），「非正規労働者
の処遇改善」（32.3％）が続いている。さらに非
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図 2　労働組合のあり方
　出所：労働調査協議会「第 4 回次代のユニオンリーダー調査」をもとに筆者が作成。
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第3図 今後、労働組合が社会的な役割や責任を果たすために、優先的に取り組むべき課
題（複数選択）
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正規労働に関連する課題として「未組織労働者の
組織化」という選択肢も準備されているが，これ
も 15.0％にとどまる。“労働組合が社会的な役割
や責任を果たすために”という条件つきでたずね
た結果においても，非正規労働者・未組織労働者
に関する取り組みは選択肢のなかで下位グループ
を構成している（図 3）。
　さらに，ここで取り上げた優先的に取り組むべ
き課題について，因子分析を行った結果が表 1 で
ある（N ＝ 1,961。累積寄与率 R2 は 49.1％）。
　設定している選択肢からは 4 つの因子が抽出さ
れる。
　1 つめは，［基本的労働条件］についての因子で，
「基本的労働条件の維持・向上」の 1 つのみが含
まれる。“基本的労働条件”はここで用意してい
た他の選択肢とは区別して捉えられている。
　2 つめは，［組織活動］についての因子で，「労金
等暮らしに対するサポート活動」，「組合活動を担
う人材の発掘と育成」の 2 つが含まれる。労働組合
組織の充実のための取り組みとして整理される。
　3 つめは，［多様な労働者］についての因子で，
「育児や介護との両立支援」，「男女平等参画の推
進」，「定年延長など高年齢者の雇用対策」の 3 つ
が含まれる。家庭責任の重い人，女性，高年齢者
といった職場の多様な人びとを見据えたダイバー
シティの推進のための取り組みとして整理される。
　4 つめは，「社会的活動」についての因子で，「未
組織労働者の組織化」，「非正規労働者の処遇改
善」，「平和や人権・環境などの課題」，「税・社会
保障などの政策制度要求」，「震災復興やボラン
ティア活動」，「企業の枠を超えた産業基盤の強化
等」の 6 つが含まれる。平和や政策制度など，広
く国民一般のニーズのための取り組みとして整理
される。
　これらの結果のうち，注目される点は，「未組
織労働者の組織化」，「非正規労働者の処遇改善」
が，3 つめの［多様な労働者］に含まれるのでは
なく，4 つめの［社会的活動］に含まれるという
点である。他方，［多様な労働者］に含まれる課
題は，いずれも取り組みの対象となる人が組合員，
表 1　 今後，労働組合が社会的な役割や責任を果たすために，優先的に取り組むべき課題（複数選択）
に対する因子分析結果
成　分
1
基本的
労働条件
2
組織
活動
3
多様な
労働者
4
社会的
活動
基本的労働条件の維持・向上 0.828 0.113 0.010 0.044
労金等暮らしに対するサポート活動 0.031 0.680 0.156 0.083
組合活動を担う人材の発掘と育成 0.076 0.675 -0.034 0.114
育児や介護との両立支援 0.042 0.055 0.762 0.055
男女平等参画の推進 -0.100 0.035 0.731 0.153
定年延長など高年齢者の雇用対策 0.285 0.368 0.436 0.017
未組織労働者の組織化 0.146 0.071 -0.071 0.700
非正規労働者の処遇改善 0.268 -0.220 0.210 0.663
平和や人権・環境などの課題 -0.260 0.176 0.081 0.590
税・社会保障などの政策制度要求 -0.017 0.250 0.166 0.481
震災復興やボランティア活動 -0.230 0.367 0.257 0.407
企業の枠を超えた産業基盤の強化等 -0.267 0.333 0.028 0.394
 因子抽出法 : 主成分分析 
 回転法 : Kaiser の正規化を伴うバリマックス法
 出所：労働調査協議会「第 4 回次代のユニオンリーダー調査」をもとに筆者が作成。
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もしくは，定年退職後の再雇用者など元組合員の
関わるケースである。このような結果にも，組合
員のメンバーシップ重視の意識が反映していると
いえる。
4．メンバーシップ重視をめぐる揺らぎ
　若手組合役員の全般的な像としては，非正規労
働の課題を含め価値観における多様化がみられる
一方で，組合員の現行のメンバーシップ重視の姿
勢は多数から支持されている。しかし，このよう
な結果は学歴別にみると，異なった側面もみえて
くる。表 2 は，先に取り上げた未組織労働者をめ
ぐる意識に関する設問である［組合員の雇用労働
条件に専念すべき］と［未組織労働者のためにも
活動すべき］の比率，そして，社会のあり方や働
き方をめぐる価値観について，学歴別にみた結果
を示している。
　これによると［組合員の雇用労働条件に専念す
べき］と［未組織労働者のためにも活動すべき］
に関しては，高卒層，大卒・大学院修了層ともに，
［組合員の雇用労働条件に専念すべき］が多数を
占めることは共通しているが，比率の大小を比べ
ると，大卒・大学院修了層に比べて高卒層での比
率がより高くなっている。逆に，大卒・大学院修
了層では［未組織労働者のためにも活動すべき］
（12.8％）が高卒層（6.7％）に比べて多い。
　一方，社会のあり方や働き方をめぐる価値観に
おける結果をみると，［貧富が生じても機会が平
等なら公平］と［個人負担増でも社会保障を充実
する］とに違いがみられ，いずれも大卒・大学院
修了層により多い。
　大卒・大学院修了層を高卒層と比べると，組合
員のメンバーシップ重視の見方はやや揺らいでお
り，社会のあり方や働き方をめぐる価値観では，
競争の結果としての格差は容認する一方で，社会
保障の充実には賛成という意識の持ち主として整
理することができる。
　組合員のメンバーシップ重視の揺らぎは，労働
組合がその組織の凝集力を低下させていくリスク
となる一方で，労働組合が未組織労働者の組織化
をすすめ，職場内，および，社会全体における存
在感を高めていく転機となる可能性も有してい
る。ここでは，そのメンバーシップ重視を絶対視
していない層が，社会や働き方のあり方について
どのような見方をしているのか着目することとし
たい。なお，先に取り上げたように，社会や働き
方のあり方に関しては，学歴による考え方の相違
が存在している。そこで，高卒層と大卒・大学院
表 2　労働組合や社会や働き方のあり方について
未組織労働者を
めぐる意識 社会のあり方や働き方をめぐる価値観
組合員の雇用労働条件に専念すべき未組織労働者のためにも活動すべき賃金等は成果や業績を基準にすべき転職しやすい社会をめざすべき 貧富が生じても機会が平等なら公平裁量労働などの範囲を拡大すべき所得再分配で格差を小さくすべき個人負担増でも社会保障を充実する非正規の雇用確保等に取り組むべき件数
計 70.5 10.5 41.2 25.1 31.3 20.6 35.5 35.2 20.5 1979
高卒 75.3 6.7 37.7 20.3 22.2 17.6 37.4 30.2 19.2 567
大卒・大学院修了 67.5 12.8 42.4 26.7 36.0 22.6 33.7 37.9 20.9 1177
　出所：労働調査協議会「第 4 回次代のユニオンリーダー調査」をもとに筆者が作成。
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修了層とに分けて，組合員のメンバーシップ重視
に対する姿勢別にみた社会のあり方や働き方をめ
ぐる価値観を検討したい。
　表 3 によると，高卒層，大卒・大学院修了層に
共通している点は，［未組織労働者のためにも活
動すべき］といった層では，当然の結果といえる
が，［非正規の雇用確保等に取り組むべき］への
＜賛成＞という考えが多くなる。同様に，［所得
再分配で格差を小さくすべき］，［個人負担増でも
社会保障を充実する］といった社会における平等
や安定を重視する志向の役員がより多いことが示
されている。
　一方，高卒層と大卒・大学院修了層とに違いが
みられるのが，［賃金等は成果や業績を基準にす
べき］，［転職しやすい社会をめざすべき］，［裁量
労働などの範囲を拡大すべき］といった雇用や働
き方における流動性についての評価である。これ
らの側面について，大卒・大学院修了層では，［未
組織労働者のためにも活動すべき］といった層で，
雇用や働き方の流動性を高めることに＜賛成＞と
いう人がより多い。他方，高卒層については，こ
のような傾向はみられない。
　［未組織労働者のためにも活動すべき］といっ
た考え方が，平等や安定といった価値観に根ざし
ていることは共通している。ただし，大卒・大学
院修了層の場合，労働組合のメンバーシップ重視
に対する柔軟な見方は，非正規労働者に関わる課
題にとどまらず，雇用や働き方についての既存の
枠組みについて柔軟に捉える見方とも，一定程度，
結び付いている。
表 3　社会のあり方について
賃金等は成果や業績を基準にすべき転職しやすい社会をめざすべき 貧富が生じても機会が平等なら公平裁量労働などの範囲拡大すべき所得再分配で格差を小さくすべき個人負担増でも社会保障を充実する非正規の雇用確保等に取り組むべき件数
計 41.2 25.1 31.3 20.6 35.5 35.2 20.5 1979
メンバーシップ観別 高卒層 37.7 20.3 22.2 17.6 37.4 30.2 19.2 567
組合員の雇用労働条
件に専念すべき
41.5 20.8 24.1 18.7 39.1 29.7 17.6 427
どちらともいえない 25.5 19.1 17.0 10.6 24.5 28.7 17.0 94
未組織労働者のため
にも活動すべき
31.6 21.1 18.4 21.1 55.3 44.7 42.1 38
メンバーシップ観別 大卒・大学院修了層 42.4 26.7 36.0 22.6 33.7 37.9 20.9 1177
組合員の雇用労働条
件に専念すべき
41.6 26.3 38.0 21.6 32.2 37.7 17.6 795
どちらともいえない 39.9 23.3 30.5 24.2 31.4 35.9 23.8 223
未組織労働者のため
にも活動すべき
51.7 34.4 35.1 26.5 46.4 43.0 35.1 151
　出所：労働調査協議会「第 4 回次代のユニオンリーダー調査」をもとに筆者が作成。
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5．ま　と　め
　日本社会での労働組合の組合員数の減少，そし
て，組織率の低下が進むなかで，労働組合の組織
の各層において非正規労働者の組織化をはじめと
した組織拡大の取り組みが進められている。しか
し，若手組合役員を対象にした調査の結果によれ
ば，現行のメンバーシップを超えて活動すること
は総じて否定的に捉えられている。組合員数の拡
大といったナショナルセンター，もしくは産業別
組織などが打ち出している方針と，企業別組合に
おける活動の担い手の意識との乖離は小さくはな
い。
　ただし，若手組合役員の間にも，少数ではある
が，現行の組合員のメンバーシップの範囲にとら
われない活動を志向している層もみられる。そし
て，そのような層は，高卒層に比べて大卒・大学
院修了層にやや多い。このような層は，今後，労
働組合が非正規労働者の課題への取り組みを進め
ていくうえで，革新的な運動の担い手となってい
く可能性がある。しかし大卒・大学院修了層の役
員の場合，労働組合のメンバーシップ重視の見方
を相対的に捉えるだけでなく，雇用や働き方につ
いても柔軟な見方を示す傾向も示されている。
　旧来的な労働組合の担い手にとって，平等や安
定といった価値観のもと，既存の組合のメンバー
シップの枠を超えて未組織労働者（そこには非正
規労働者が含まれる）の課題に取り組んでいくよ
うな姿勢は，自然に受け入れられるスタンスとい
える。それは現在の高卒層の若手組合役員の一部
にもみられる姿勢である。一方で，現在，若手組
合役員の間で増加しつつある大卒・大学院修了層
のもつ，雇用，働き方を含め柔軟に捉える姿勢に
は違和感を覚えることになるだろう。
　大卒・大学院修了層の若手組合役員に相対的に
多くみられる労働組合のメンバーシップに限ら
ず，雇用，働き方を含め，柔軟に捉える姿勢は，
組合の環境変化に対する組織の対応力を高める可
能性も有している。一方で，既存の枠組みにとら
われずに活動の方向性を志向するがゆえに組織の
凝集力を低下させる可能性もある。これは労働組
合にとってのリスク要因ともなりうる。最終的に
労働組合がどのような方向へと変化していくの
か，依然としてはっきりしていない。しかし，労
働組合内部におけるこのような質的な変化は，こ
れからの日本の労使関係，そして，日本的雇用シ
ステムの行方をも左右する変化といえる。
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